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1. 1.5℃目標実現可能性問題



日本の今の2030年目標は1.5℃目
標に整合せず、脱炭素に「複数の
ルート」など存在しない
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IPCC AR6 1.5℃の排出経路

(カーボン・バジェット）

1.5℃83% 1.5℃67% 1.5℃50%

出典：明日香 壽川, 歌川 学, 甲斐沼 美紀子, 佐藤 一光, 槌屋 治紀, 西岡 秀三, 朴 勝俊, 松原 弘直（2022） 「パリ協
定およびグラスゴー気候協定の1.5℃目標の実現可能性をより高めるための日本の第6次エネルギー基本計画代替案」, 

環境経済・政策研究, 2022 年 15 巻 1 号 p. 29-34, 
https://www.jstage.jst.go.jp/article/reeps/15/1/15_29_2/_article/-char/ja/



日本の今の2030年目標は1.5℃目
標に整合せず、脱炭素に「複数の
ルート」など存在しない（続き）
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出典：showyourbudgets, https://www.showyourbudgets.org/?country=japan

<人口数で各国に割り当て＞



では、1.5℃目標はもう無理と言う
べきか、まだ無理ではないと言う
べきか？
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Ø無理であることを認めるべき派：ボブ・ワト

ソン（元IPCC議長）ほか（2024年5月8日

の英ガーディアン紙のアンケート調査で77%

以上のIPCC研究者が2.5℃を超えると予想）

Ø無理という言うべきではない派：クリスティ

ナ・フィゲーレス（元UNFCCC事務局長）、

マイケル・マン（気候学者）ほか
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2. 再エネ・省エネ拡大の経済合理性
（グリーントランジション2035）
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出典：未来のための
エネルギー転換研究
グループ（2021）
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https://green-recovery-japan.org/



レポート2030（2021年作成）
をアップデート
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Øグリーントランジション2035（グリトラ
2035）

Ø最近の状況変化を反映してコストや投資額
などを再計算

Øグリーンリカバリー（GR）戦略改めグリー
ントランジション（GT）戦略

Ø地方版GT戦略、データセンター・AI問題、
GX債問題などを追加
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https://green-recovery-japan.org/



GT戦略の数値目標
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出典：グリーントランジション2035（近日発表予定）
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GT戦略の再エネ設備容量

出典：グリーントランジション2035（近日発表予定）
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GT戦略と政府GXの電源構成比較

注：政府GXの2031年以降の割合は未発表のため推定

出典：グリーントランジション2035（近日発表予定）



GT戦略と政府GXの全体像比較
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出典：グリーントランジション2035（近日発表予定）



GT戦略における各分野の投資額など

16出典：グリーントランジション2035（近日発表予定）
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省エネ・再エネ投資の方が電気代

は安くなる
政府GXとGT戦略の発電コスト単価推移

出典：グリーントランジション2035（近日発表予定）



18

省エネ・再エネ投資の方が電気代

は安くなる（続き）
政府GXとGT戦略の発電コスト総額推移

出典：グリーントランジション2035（近日発表予定）



オーストラリアの発電コスト比較
（統合コスト含む）
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出典：オーストラリア連邦科学産業研究機構（CSIRO）のGenCost 2023-2024
https://publications.csiro.au/publications/publication/PIcsiro:EP2024-2021
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世界中で太陽光が圧倒的に安く
なっていて導入拡大中

20
出典：Nijsse, F.J.M.M., Mercure, JF., Ameli, N. et al. The momentum of the solar energy 

transition. Nat Commun 14, 6542 (2023). https://doi.org/10.1038/s41467-023-41971-7



2024年における米国の新規電源
は8割が太陽光と蓄電池（97%が
ゼロエミ）

21
出典：https://www.canarymedia.com/articles/clean-energy/chart-almost-all-new-us-power-

plants-are-carbon-free

2024年新規電源設備割合



政府目標未達ケースとの比較
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注：政府GXおよび政府・目標未達ケースの化石燃料輸入額、エネルギー支出額、
エネルギー支払い削減額などは推定

出典：グリーントランジション2035（近日発表予定）



GT戦略の雇用への影響
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出典：グリーントランジション2035（近日発表予定）



2024年における米国の新規電源
は8割が太陽光と蓄電池（97%が
ゼロエミ）
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出典：https://www.canarymedia.com/articles/clean-energy/chart-almost-all-new-us-power-

plants-are-carbon-free

2024年新規電源設備割合
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電力需給バランスも問題なし

GT戦略の2030年電力需給（西日本冬季、残余需要最大日）  
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米エネルギー省（DOE）の報告書
も同様の結果を示している

インフレ抑制法（IRA）による発電コスト削減

出典： Steinberg et al. (2023) Evaluating Impacts of the Inflation Reduction Act and Bipartisan 
Infrastructure Law on the U.S. Power System. Golden, CO: National Renewable Energy 
Laboratory. NREL/TP-6A20-85242. https://www.nrel.gov/docs/fy23osti/85242.pdf.



データセンター・AI普及による
電力消費増問題
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出典：明日香ほか（2024）



各研究機関等NDC比較

2030 
CO2
削減率
（%）

2035 
CO2
削減率
（%）

2040 
CO2
削減率
（%）

2030再エ
ネ電力割合
（%）

2035再エネ
電力割合
（%）

2040再エネ
電力割合
（%）

備考（削減はCO2ではなく
て、GHGの場合もあり）

未来のためのエネルギー
転換研究グループ

71 81 91 58 80 100

WWF 72 83 53 77
2030年は原発2%（2035
年はゼロ）

自然エネルギー財団 72 80

IGES 52-59 73-77
2050年まで原発が政府想定
の2/3程度入る

Climate Integrate 60 70 80 50 85 ほぼ100 CO2ではなくてGHG

UC Berkley 70
70（原発を入
れると90）

原発が入っている（2035年
で20%）

JCLP 75以上 60以上
IGESのシナリオに基づいて
いて、原発が2050年まで原
発が政府想定の2/3程度入る

JCI 66以上 65-80

緑の党 70以上 85以上

FFF 80?

Climate Analytics 66 77 88
CO2ではなくてGHG。
1.5℃日本シナリオで世界全
体費用最小という基準で分配

政 府 ア ド バ ル ー ン 記 事
（日経）

66

29
注：これらはあくまでも筆者が現時点（2024.9.15）でとりあえず把握している数値であり、
今度修正などが多々あるかと思われます



再エネ分野の雇用も急拡大

30

出典：IRENA, Renewable Energy and Jobs Annual Review 2024
https://www.irena.org/-
/media/Files/IRENA/Agency/Publication/2024/Oct/IRENA_Renewable_energy_and_jobs_2024.pdf
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3.まとめ（エネ基に向けて）



政府GXよりも良い代替案あり

32

Ø再エネ・省エネ導入は、GHG排出削減だけ

でなく国民経済に大きなプラス

Øゆえにオーストラリアを含む世界中の国が

グリーンニューディールを推進

Ø日本でも、GT戦略によって2030年に6.1

兆円の国富流出回避や15兆円のエネルギー

支出削減が可能で、電気代は下がる（供給

不足は起きない）



政府のナラティブは要注意
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Ø原発に関しては、「ゼロエミッションだから」

という単純な評価基準ではなく、再エネ・省エ

ネと比較した場合のコストとスピードを考える

ことが大事。そう考えると原発は脱炭素を邪魔

して遅らせる（その上に、事故リスク、廃棄物

問題、核拡散リスクなどがあり）

Øデータセンター・AI普及が、定量的な議論がな

いままに原発推進の「脅し」に使われている



今のままでは国民が高いツケを払う
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Ø日本では、政府予算以外にも、容量市場、長期

脱炭素電源オークション、RABモデルなど、

脱炭素を邪魔して遅らせる原発や化石燃料発電

への補助金はてんこ盛り、かつこれからもっと

増えて、当然、電気代は上がる

Ø結局は、現時点での権益や雇用が絡むエネル

ギーシステム改革次第であり、それは政策決定

システム改革次第
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付録



世界の再エネ電力割合
（1990-2020）
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出典：英国石油統計（2021）から作成
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太陽光発電コスト
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出典：IRENA (2021)

https://www.irena.org/-
/media/Files/IRENA/Agency/Publication/2022/Jul/IRENA_Power_Generation_Costs_2021.pdf?rev=34c22a4b244d434
da0accde7de7c73d8

https://www.irena.org/-/media/Files/IRENA/Agency/Publication/2022/Jul/IRENA_Power_Generation_Costs_2021.pdf?rev=34c22a4b244d434da0accde7de7c73d8
https://www.irena.org/-/media/Files/IRENA/Agency/Publication/2022/Jul/IRENA_Power_Generation_Costs_2021.pdf?rev=34c22a4b244d434da0accde7de7c73d8
https://www.irena.org/-/media/Files/IRENA/Agency/Publication/2022/Jul/IRENA_Power_Generation_Costs_2021.pdf?rev=34c22a4b244d434da0accde7de7c73d8


環境大臣によるグリーンウォッシュ

2022年11月15日、COP27閣僚会合において日本の西村

環境大臣（当時）は、「1.5℃目標の達成が重要であり、日

本は、パリ協定の1.5℃目標と整合した長期戦略及びNDC

を既に策定しました。まだそうしていない国、とりわけ主

要経済国に対し、更なる温室効果ガス排出削減を呼びかけ

ます」と述べた＊ 。しかし、その定量的な根拠は政府関係者

の誰からも出されておらず、明らかに間違っている。間

違ったことを根拠も示さずに国際社会と日本国民の両方に

対して主張しつづけ、さらにその不十分な目標すら守ろう

としない行為は、まさにグリーンウォッシュと呼ぶにふさ

わしい

38

＊環境省HP COP27閣僚級セッション 西村環境大臣ステートメント
https://www.env.go.jp/annai/kaiken/kaiken_00055.html



オントラック問題
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出典：大野輝之（2024b） 連載コラム：日本の排出削減は「オントラック」なのか、自然エネルギー財団, 2024年7月19日
https://www.renewable-ei.org/activities/column/REupdate/20240719_1.php

日本の1990年からのCO2排出量の推移と目標


